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概要 

水・震災害時に、被災地域上空に飛行船を滞空させ、被災状況空撮及び被災者との通信確保を行うソーラー飛行船の研

究開発をおこなった。ソーラー飛行船センサーネットワークシステムの目的：ミッションを、①空撮により得た被災状況

や被災地点をマッピングした地図情報をインターネット上に配信。②被災状況に応じた避難誘導マップを生成・配信。③

飛行船上の通信置局を介し、インターネット掲示板から、家族安否情報を被災者が送受信。と定義して、構成する要素技

術（無線通信、カメラ制御、船体制御、太陽電池等）の研究開発および開発要素技術の効果的活用を図り、且つ蓄積要素

技術を賢く統合する全体最適ネットワークシステムを構築した。 
 

Abstract 
 Light and flexible solar cells are very useful for solar-powered airship. A solar-powered airship would not require 
re-fuelling when operating in remote sunny areas or at high altitudes, thereby achieving long endurance. The 
solar-powered airship is an attractive means to establish wireless communication during natural disasters. A series 
of experimental flights of solar-powered airships are being carried out at Chubu University to investigate the 
potential range of wireless sensor network system. The internet sensor network system worked well with camera 
system watching disaster clearly point. 
 
１．まえがき  
 物の豊かさだけでなく心の豊かさを実現する社会を実

現するため、国民の生命、財産を災害から守り、安全で、

かつ安心して暮らせる方策を講じていかなければならな

い。しかし、我が国は、その自然的条件から、世界的にも

まれなほど自然災害に見舞われやすい状況にある。そのた

め、自然災害や各種事故災害に対する対策を協力に推進し

ていかなければならない。 
 地震等の災害が発生した場合には、災害応急対策を迅速

かつ円滑に実施するため、発災直後の被害状況や応急対策

の実施状況など災害に関する情報を的確に収集し伝達す

ることが求められる。特に大規模な地震が発生した時には、

災害の初期段階において迅速な災害対策を講ずるため、被

害の全体的な規模や程度を把握することが必要である。 
 また、災害が発生した地域では通信網・電力網が十分機

能しない場合がある。したがって、本研究では太陽電池に

よる自立電源と無線基地局を搭載した飛行船を開発し、被

災地での情報通信の確保と被災状況の取得可能なシステ

ムを構築することを目的とした。 

２．研究内容及び成果  
本システムの目的すなわちミッションを次の 3 点とし

て定義した。 
①空撮により得た被災状況や被災地点をマッピングした

地図情報をインターネット上に配信。 
②被災状況に応じた避難誘導マップを生成・配信。 
③飛行船上の通信置局を介し、インターネット掲示板から、

家族安否情報を被災者が送受信。 
そして、構成する要素技術すなわち飛行船体・飛行船制

御・アンテナ・通信インフラ・空撮画像生成/処理/配信・
船上電源・地上電源等の研究開発および開発要素技術の効

果的活用を図り、かつ蓄積要素技術を賢く統合する全体最

適ネットワークシステムの構築をおこなった。(図 1) 
 ソーラー飛行船は、航空法の抵触を避け運用の容易さか

ら、高度 150m以下の上空に繋留により完全自律滞空し、
全長 20m 程度、ヘリウムガスにより浮遊させることにし
た。また、地震等発生後数時間以内に被災地にソーラー飛

行船を滞留させ、72 時間にわたりミッションを果たすこ
とを目標とした。 
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 本システムを構成する各要素技術において以下のよう

な成果が得られた。 
 飛行船及び飛行船制御：自然環境に対する適応性を向

上させるため、空気力を利用した自律高度調整可能な船体

設計手法を確立し、試作機体により機能を確認した。飛行

船に搭載した各種センサーからのデータによりモニター

制御による飛行船の安全手動昇降を可能とした。船載電源

の要となるフレキシブル・ソーラー電池システムを搭載す

ることを可能とした。 
 アンテナ /通信インフラ：飛行船‐携帯端末間の通信
には、コリニアなど各種アンテナ及びアンテナのアレー化

と、MIMO 装置によるダイバーシチ方式を用いた。それ
により広域・高安定無線 LAN通信ネットワークを実現し
た。基幹ネットワークとなる飛行船‐基地局間については

高信頼の無線 LAN アーキテクチャーを確立した。また、
将来の飛行船間通信によるネットワーク形成のために

Mesh Net方式のインターネット接続も試みた。 
 空撮・画像生成及び画像処理・配信：センサー情報

などによりカメラをコントロールすることで、安定・広

角・定点空撮を実現した。撮影画像により被災スポットマ

ッピングを行い、撮影動画により動体流検出とマッピング

を行った。また、避難誘導MAPを生成し、通信インフラ
を通してノートパソコンや携帯通信機器に対して配信を

行った。さらに、インターネット掲示板を用いた家族安否

情報の登録と配信を行った。 
 船上電源 /地上電源：重量的に制限の大きい船載電源
には軽量フレキシブルフィルム太陽電池を用いて長時間

運用可能なシステムを開発した。日照の様子、蓄電残容量、

搭載装置の必要性に応じてマイコンによる充放電と装置

の on/off制御を行った。船載装置へは最大 50W電力を自
給出来るようにした。一方、地上電源では小型・高出力・

長時間可搬型太陽電池システムをめざし、最大電力 80W
供給することを可能とした。太陽電池部分では MPPT 制
御をまた、出力側では蓄電池の性能を最大限利用するシス

テムを開発した。 
 飛行船運用：国家規模で推進する自助・共助・公助の

仕組みへのソーラー飛行船ネット活用構想を確立し、「防

災分野への本システムの活用案」としてまとめた。 
 これらの各要素技術の開発には相互に情報を交換する

ことで賢く統合するための工夫を随所に取り入れた。 

３．むすび  
各要素技術における成果を統合することにより、本シ

ステムのミッション ①被災地の広域空撮 ②２次災害

回避の避難誘導マップ配信 ③被災者間家族安否確認を

確保するシステム開発の当初の目標をほぼ達成すること

ができた。 
飛行船の要素技術を組み合わせた「ソーラー飛行船に

よるセンサーネットワークシステム」の構成は、図１に示

した通りである。このシステムは、一般公開のデモンスト

レーションとして 2009年 3月 17日に、各種機能・性能
の実験実証に成功した。本システムの事業化についても、

名古屋市消防局、春日井消防局から早期の実用化が期待さ

れており、数社の企業から問い合わせが来ている。 
本プロジェクトが残した最大の課題は「飛行船運用」に

ついてである。これは、我々が呼称する要素技術とは掛離

れ、広範な防災回避の社会的仕組みとの関わりが深く、短

期間でかつ研究機関だけでは解決が難しい。 
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図１ ソーラー飛行船によるセンサーネットワークシステム 


